
様式第２号（第４条関係） ● ４段階評価結果 Ａ ： 上位目的である施策に貢献しているので継続する
Ｂ ： 事務事業の実施手法や環境（予算的・人的）に改善が必要

Ｃ ： 縮小等、事務事業としての見直しが必要

Ｄ ： 事務事業の廃止が相当

１■事務事業の概要

　 部
課

又は施設

②項

対象と
対象の数

２■事務事業実施の状況

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

活動実績
ａ（単位)
直接事業費
ｂ（千円）
人件費
ｃ（千円）

合計コスト
ｄ(ｂ＋ｃ)
（千円）

単位コスト
ｄ／ａ
（千円）

後期目標値
に対する達
成度（％）

３■事務事業の自己評価結果

単年度
担当課評価

１－１事務事業の
名称

健康増進事業（主要事業）

１－２担当 健康福祉部 保険医療課 係 国保係 評価票作成者 保険医療課長補佐（国保担当）青木由美枝

１－３総合計画に
おける施策の体系

①節
保健福祉 　③基本施策 公的医療保険

社会保障

コード ２―３ ―３

「健康で安心して暮らせるふれあい・支えあいのまちづくり」 　④単位施策(中） 保健予防事業の充実 コード ２―３―３―２ 

２―３―３―２―３

１－４事務事業の
目的の精査

３５歳以上７４歳以下の１０人以上の団体で
半数が国民健康保険加入者で構成し、各
構成員の健康の維持と増進活動をする団
体

意図（対象を事務事業によっ
てどのような状態にするの
か）

地域で自主的に行っている活動を健康増進団体として支援することで、活動の継続性を高める。また、団体に看護師等が指導を行うことで予防活動に対す
る意識を高め、健康の維持、増進を図る。

１－５事務事業の
内容

ウォーキング、健康体操、食生活改善など生活習慣病予防や健康の維持増進に資する活動をしている団体に対し、その活動費の一部として１団体につき４５，０００円を３年間を限度として、１年間に１５団体の計６７５，０００
円を補助する。併せて、認定された団体には、看護師や管理栄養士が健康に関する指導を行う。

　⑤単位施策(小） 健康増進事業の推進 コード

２－１事務事業の
実施における基本
認識

事務事業実施にあたって心がけた改善の取組み 社会状況等の事務事業がおかれる環境把握 市民ニーズの認識

指標の説明

健康増進団体数（団体） 15（団体） 21（団体）

１５団体を年間の認定団体数とし、看護師、管理栄養士により、月に１度各団体を支援することとし、２０１５年度には健康
維持増進に積極的に取り組んでいる団体数を２１団体とした。

増大する医療費を抑制するため、生活習慣病の予防、健康の増進に資する活動をしている団体に対して、補助金を助成し活動を支援する。さらに認定された団体には、看護師、管理栄養士が健康に関する指導を行う。

増大する医療費を抑制するため、生活習慣病の予防、健康の増進に資する活動をしている団体に対して、補助金を助成し活動を支援する。さらに認定された団体には、看護師、管理栄養士が健康に関する指導を行う。

増大する医療費を抑制するため、生活習慣病の予防、健康の増進に資する活動をしている団体に対して、補助金を助成し活動を支援する。さらに認定された団体には、看護師、管理栄養士が健康に関する指導を行う。

　平成２０年度 　平成２１年度 　平成２２年度

２－２総合計画に
おける単位施策成
果指標

事務事業成果指標名 前期目標値(単位) 後期目標値(単位)

　平成２３年度 　平成２４年度 　平成２５年度 　平成２６年度 　平成２７年度

145（回） 165（回） 140（回） 140（回） 132（回） 132（回） 96（回） 84（回）

2,407 2,866 2,836 2,826 2,615 2,480 2,094

0 0 0 0 0

2,407 2,866 2,836 2,826 2,615

2,615

当たり

0 0 0

１回当たり16.6 １回当たり17.4 １回当たり20.3 １回当たり20.2 １回当たり19.8 当たり

アウトプット実績（活動数値）の補足説明 １団体45千円を補助。25年度には７団体を認定し、総額315千円の補助金を助成した。各団体に対して、臨時職員（看護師・管理栄養士）が健康講話や調理実習指導・栄養指導等の支援を行ってい
る。事業に係る事務割合で賃金の３／４を直接事業費として計上した。活動実績：各団体への支援回数（各団体につきつき１回）７団体×12月＝84回　　　直接事業費：７団体×45,000円＝315千
円、2,372,000円×3/4＝1,779千円　　計2,094千円

２－３成果指標に
係る活動実績とコ
ストの推移（アウ
トプット分析）

　平成１８年度 　平成１９年度

2,615 2,480 2,094

　平成２１年度 　平成２２年度

11

１回当たり19.8 １回当たり25.8 １回当たり24.9

　平成２３年度 　平成２４年度 　平成２５年度 　平成２６年度 　平成２７年度

指標対応実
績（単位)

14 15 15 13 8 7

66.6 71.4 71.4 61.9 52.4

３－1　評価結果
(アウトカム自己分
析）

　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度 　平成２１年度

11２－４成果指標に
対応する実績と達
成度の推移

　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度

　平成２５年度 　平成２６年度 　平成２７年度

52.4 38.1 33.3

Ａ Ａ

　平成２２年度 　平成２３年度 　平成２４年度

Ａ ＡＡ Ａ Ａ Ａ



４■新規事業

５■事務事業の総合評価結果

６■次年度事業への反映

３－２

Ｂ

結果

　更なる補助事業の周知や、補助認定要件を緩和するなどして健康増進団体の増加に努め、保健センターと連携して健康増進を推進していくこと。平成25年度
総合評価の結果

審査会による改善方向の指示

新規事業

他団体等との協働の有無・協働主体

平成１５年度に補助事業を開始して、支援団体は延べ４３団体となっている。新規で自主的に健康増進に資する活動をするグループを支援対象としており、構成員のうち半数
以上が国民健康保険加入者であることが条件となっているため、年度毎の支援団体が徐々に減少してきている。

事業実施により効果があったこと 支援団体に対して看護師、管理栄養士が健康医療・食事栄養に関する講話を行うことにより、健康に対する意識を高めることができた。

市
申請団体が補助基準を満たしているか審査して認定後、補助金交付する。
支援終了後も継続して活動できるよう団体を育成する。
管理栄養士、看護師が健康講話等による活動支援をする。

（　　　　　　　　　　）

事務事業の方向性
内容 Ｂ 改善

平成26年4月に国民健康保険法に基づく保健事情の実施等に関する指針が一部改正され、健康・医療情報を活用してPDCAサイクルに沿った効果的かつ効率的な保健事業の実施を図るため、データヘ
ルス計画を策定し、保健事業の実施及び評価をするよう定められた。事業運営に当たって、費用対効果の観点も考慮するよう求められていることも踏まえて、今後この健康増進事業のあり方を検討
していきたい。

他団体等と協働し行った事業内容・
各々が担った役割

事業実施における課題

市

現状・課題

課題に対する改善策

事務事業の目的達成のためにできる新たな取組み
（可能な限り協働の視点重視）

①補助団体の募集は広報に掲載しているが、市ホームページ等も活用して、補助事業の周知をすることにより、団体の掘り起こしを図る。
②特定保健指導参加者等に対して、グループを立ち上げるよう市から働きかける。

協働者となり得る主体・協働し担う役割

市民（個人・家庭） ＮＰＯ・市民団体 区・町内会 企業・農協・商工会 学校 国・県・市町 その他 なし


